
近でございます。
本日は、弊社決算説明会にご参加いただき、
誠にありがとうございます。

トヨタのクルマをご愛顧いただいている
世界中のお客様、そして私どもの取り組みを
支えていただいている株主の皆様、
販売店・仕入先の皆様、全てのステークホルダーの皆様に
深く感謝申し上げます。
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当期の連結販売台数は、
前期に対して85.4％となる、764万6千台となりました。

また、トヨタ・レクサス販売台数は、
前期に対して96％となる、908万7千台となりました。

各地域で新型コロナウイルスの感染が拡大した影響により、
前半期は販売台数が大きく減少しましたが、
後半期では多くの地域で前期を上回りました。

また、電動車の販売台数は
前期に対して112.3％となる、215万5千台となりました。
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当期の連結決算は、

営業収益、 27兆2,145億円
営業利益、 2兆1,977億円
税引前利益、2兆9,323億円
当期利益、 2兆2,452億円

となりました。
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営業利益の増減要因について、ご説明いたします。

為替変動の影響により、2,550億円の減益、
原価改善の努力では1,500億円の増益となりました。

販売面での影響は、 2,100億円の減益となりましたが、
これは販売台数の減少によるものです。

諸経費の増減・低減努力は、700億円の増益となりました。

この結果、為替・スワップ評価損益等の影響を除いた
営業利益は、100億円の増益となりました。

また、右上に記載の通り、３ヵ月毎の推移については、
前半期は大きく減益となったものの、後半期は増益となりました。
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所在地別の営業利益について、ご説明いたします。

日本、欧州、その他地域は減益となっておりますが、
主に販売台数の減少によるものです。

一方、北米、アジアは増益となりましたが、主に
営業面の努力、原価改善の努力が寄与しました。
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中国事業ならびに金融セグメントについて、ご説明いたします。

中国事業については、
連結子会社の営業利益、
持分法適用会社の持分法による投資損益ともに、
営業面の努力などにより増益となりました。

金融セグメントについては、
残価コストや貸倒コストの減少などにより、増益となりました。
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続きまして、株主還元について、ご説明いたします。



当期の普通株式の期末配当は、1株あたり135円といたしました。
特別配当5円を含む中間配当105円と合わせ、
当期の年間では、前期と比べて20円の増配となる240円、
配当性向は29.8％となります。

今後も、連結配当性向30%を維持・向上させつつ、
安定的・継続的な配当を実施してまいります。
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また、自己株式取得は、
新型コロナウイルスの感染拡大の影響を鑑み、
中間期は見送りましたが、
期末については上限2,500億円といたしました。

今後も成長投資、配当水準、手元資金や株価水準などを
総合的に勘案し、機動的に実施してまいります。
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当社は普通株式について、
2021年9月30日を基準日として
株式1株につき5株の割合で分割いたします。

最低投資金額の引き下げにより、
より多くの方々が当社株式を購入しやすい環境をつくる
ことを目的としております。



13

続きまして、2022年3月期の見通しについて
ご説明いたします。



連結販売台数は、
前期に対して113.8％となる870万台、
各地域ともに増販を見込んでおります。

また、トヨタ・レクサス販売台数は、
前期に対して105.6％となる960万台を見込んでおります。

電動車は、各地域のお客様のニーズに合った
商品ラインアップを一層充実させることにより、
前期に対して129.9％となる280万台、
電動車比率は29.2％となる見込みです。

カーボンニュートラルに向けて、
各地域の事情に合わせ、
またその地域のお客様に選んでいただけるよう、
フルラインでの商品開発に努めてまいります。
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次に連結決算の見通しです。

為替レートの前提を、
ドル105円、ユーロ125円といたしました。

通期の業績見通しは

営業収益、 30兆円
営業利益、 2兆5,000億円
税引前利益、 3兆1,100億円
当期利益、 2兆3,000億円

を見込んでおります。
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続いて、営業利益の増減要因について、ご説明いたします。

原価改善は、1,350億円の減益要因となります。

原価改善としては、3,000億円レベルの改善を行う計画ですが、

資材市況の上昇が大きなマイナス要因となることによるものです。

営業面の努力により、8,500億円の増益となり、

販売台数の増加が主な要因です。

諸経費の増加により、3,500億円の減益となりますが、

カーボンニュートラルやデジタル化に向けて

これまで以上にリソーセスの投入を進めております。

結果として、為替・スワップ評価損益等の影響を除いた

営業利益は、3,650億円の増益を見込んでおります。

働き方変革で強化してきた収益体質をさらに改善させるとともに、

未来への投資を積極的に行い、

モビリティカンパニーに向けた

取り組みを加速させてまいります。

以上で、決算に関するご説明を終わらせていただきます。
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